
9年度予算額  21，121千円）  
）年度予算額（案）51．071干円  

【課題】 
要がある0   



（5）教育条件の整備  

平成20年度 子どもと向き合う時間の拡充  

【A教職員定数の改善：1，195人（うち純増1，000人）  

．本年6月の学校教育法改正による主幹教諭の配置を支援し、責任ある学校運営体制を確立  

・発達障害のある子どもへの指導や食の指導を充実  

①主幹教諭の配置  1，000人  
②特別支援教育の充実 1［人  
③食育の充実（栄養教諭の配置） 24人  

20年度案1，195人  
うち純増1，000人23億円  

※ 行革推進法の範囲内での改善  

【B外部人材の活用：非常勤講師丁，000人】  

．退職教員や社会人等を活用したわかりやすい授業を推進  

・担任等だけでは対応できない子どもの悩み・トラれlをサポート  

＜活用方策＞  

（D習熟度別・少人数指導の充実   

②小学校高学年での専科教育の充実   

③小1問題・不登校等への対応   

④特別支援学校のセンター的機能の充実   

⑤社会人の活用  など  
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【c学校支援地域本部：1，800カ所（全市町村対象）】  
・地域の人々が学校運営を支援する「学校支援地域本部」の設置を支援し、地域全体で子どもたちを育む環境   
を整備する  

【その他学校現場の負担軽減】  

＜文部科学省において取組を進める事項＞  

・国等が行う調査、照会事務等に関する事務負担の軽減  
・調査研究（モデル校）事業の在り方の見直し  

・今後の課題と改善の方向（生徒指導や会議・打ち合わせ等）  
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（平成19年12月7日「学校現場の負担軽減プロジ工クトチーム」（中間まとめ）より）  



（6）その他の予算事項   



特別な支援が必着な 

芋どもがいます。  
教   

案庭や学校で、「ことばのやりとりがうまくいかない」、  

「いつまでも落ち着きがない」、「漢字が覚えられない」  

など、年齢にふさわしくない行動や様子が見られる場合、  

LD・ADHD・高機能自閉症等の発達障害がその理由  

の一つかもしれません。これらは生まれつきのものであり、  

子育ての仕方に原因があるわけではありません。また、  

これらがきっかけとなって学校嫌いになっている場合も  

あります。   

発達や行動について心配があったら、一人で悩まず、  

できるだけ早く学校や地域の「発達相談」の窓口に相談  

してみるとよいでしょう。専門的なアドバイスを受けて、  

効果的な働きかけをすることによって、その子の困って  

いる状態の改善が期待されます。  

（巻末の情報編をごらんください）  

発達障害七は   

ここでは、「発達障害者支援法」で規定された発達障凛の主なものについて  

解説します。   

子どもがどのタイプに分析されるかということも大切ですが、その障善の基本  

的な特性を踏まえた上で、どのように対応することが有益なのかを知ることは・  

もっと大切です。  

l．LD（学習障害：L88rningDtsab＝tIes）   

Lロとは、金牌杓な矢B的発達に遮れはないものの、聞く、話す、抗む、衝く、計絆  

する又は推活する能力のうち、特定のものの習得と使用に管しい困級を示す  

様々な状態をさすものです。   

その原因としては、脳などの中枢神経系に何らかの機能障膏があると推定され  

ています。また、視覚停車などの障害や∴県境的な要因が直接的な原因となる  

ものではありません。  

2．ADHD（注意欠陥多勤せ障幸：Att8nttOn・D¢f始tt  

／Hyp8raCtlv（tyDIBOrd8r）   

ADHDとは、年齢あるいは発達に対して不釣り合いな注意力と多動性く衝動  

性）のどちらか、あるいはその両方を特性とする行動の障害で、社会的な活動や  

学習に支障をきたすものです。症状は7級以前に現れ、その状態が継続します。  

脳などの中枢神経系に何らかの機能不全があると推定されています。  

3．自閉症   

3哉位までに現れ、他人とめ社会的関係の形成の困難さ、嘗葉の発達の遅れ、  

興味や関心が狭く特定のものにこだわることを特徴とする行動の障害ガ自閉症  

です。この障害も、脳などの中枢神経系に何らかの機能不全があると推定され  

ています。   

また、自閉症の申で瑚的発達の遅れを伴わないものを「高機能自閉症」と貫い  

ます。   

なお、苅似する障害であるrアスペルガー軸群」も、他人との社会的関係の  

形成の甲離さ、興味や関心が狭く特定のものにこだわることなどの特徴がありま  
すが、知的発達の遅れを伴わず、かつ、胃薬の遅れを伴いません。  

欒邑防疫と特徴が重なり合う障害を総称して「広汎性発達障害」や「自閉症スペ  

クトラム」又は「自閉症スペクトル」と呼ぶこともあります。  

巻末「情報編」に地域の相談窓口を掲載しています。わかりにくい場合は、  

市役所などに問い合わせてみましょう。  発達障雷の可能性も考えてみる  

◎  

「ヮクワク子育て家庭教育手帳小学生（低学年～中学年）編一束京都版一文部科学省」より   



特別支援学校等の指導充実事業  
（平成19年度予算額  72，085千円） 平成20年度予算額（案）100，086千円  

特別支援学校等における障害の重度・重複化、多様化などの喫緊の課題に対応し、自立と社会参  

加に向けた指導の改善を図るための施策を総合的に行う。  

○職業自立を推進するための実践研究事業  

○職業自立推進会議  学校とハローワークが共同で職場  

。就労サポーターの派遣   ○企業等の意向の把握及び理解啓発 



障害のある子どもへの対応におけるNPO等を活用した実践研究事業  

障害のある子どもへの対応について、先導的な取組を行っているNPO等に対し、  
一人一人のニーズに応じた支援の在り方等についての研究を委嘱し、その成果を  
今後の地域における支援の在り方の検討に資する。  

（平成19年度予算額 17，296千円）  

平成20年度予算額（案）9，117千円  

【文部科学省】   



岩畳 学校教育法の改正により、平成19年4月からは小中学校等に在籍する教育上特別の支援を必要とする  
児童生徒等に対して、障害による困難を克服するための教育を行うことを明確に位置づけられた。   



特別支援教育支援員配置状況  
人  

25000  

20000  

15000  

10000  

5000  

平成17年度 平成18年度 平成19年度  
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